
第2部
派遣労働者の
待遇決定に向けた
取組の全体像

◆第２部では、派遣労働者の待遇を決定するための２つの方式（「派遣

先均等・均衡方式」と「労使協定方式」）の概要を解説するとともに、

派遣労働者の待遇決定方式を選択する際の点検・検討の手順を解

説しています。

◆また、派遣労働者の待遇決定後に求められる取組の概要についても

解説しています。

※派遣労働者の待遇決定における点検・検討の手順については、第３部・第４部

を参照してください。
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派遣労働者の待遇決定に向けたプロセスは、大きく分けると「①待遇決定方式の選択プロセス」、「②
派遣労働者の待遇決定プロセス」、「③契約締結等のプロセス」の３つから構成されます（図表 2-1）。

図表 2-1 派遣労働者の待遇決定に向けたプロセス

①待遇決定方式の選択プロセス
派遣労働者の待遇を決定する際には、「派遣先均等・均衡方式」もしくは「労使協定方式」のいずれか

による必要があります。２つの方式の概要及び方式を選ぶ際のポイントについては、２章（19 ページ）に
おいて解説します。

②派遣労働者の待遇決定プロセス
①で選んだ方式に基づき、派遣労働者の待遇を決定します。この場合の待遇とは、基本給、賞与、手当、

福利厚生等全ての待遇が対象になります。それぞれの方式に沿って待遇を決定するプロセスの詳細につい
て、「派遣先均等・均衡方式」については第３部（27 ページ）、「労使協定方式」については第４部（73 ペー
ジ）で解説します。

③契約締結等のプロセス
②で派遣労働者の待遇が決定したら、その待遇に基づいた契約を締結する必要があります。契約書に

記載すべき事項や、契約締結の際のポイントについては、３章（22 ページ）において解説します。

プロセス① 待遇決定方式の選択プロセス

プロセス② 派遣労働者の待遇決定プロセス

プロセス③ 契約締結等のプロセス ⇒
⇒
⇒ 第２部２章

第３部・第４部

第２部３章

１章　待遇決定に向けた取組の全体像
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第
２
部

１．「派遣先均等・均衡方式」と「労使協定方式」の概要
派遣労働者の待遇を決定する方法は、「派遣先均等・均衡方式」及び「労使協定方式」の２つの方式が

あります。ここでは、それぞれの方式の概要について説明します。

Ａ．「派遣先均等・均衡方式」
「派遣先均等・均衡方式」とは、派遣先の通常の労働者との均等・均衡待遇を実現する方式です。この
方式のポイントは、以下の４点です。

①	派遣労働者の待遇は、派遣先の通常の労働者と比較して「均等待遇」、「均衡待遇」が図られている
ことが求められます。
②	均等待遇あるいは均衡待遇が求められるのは、基本給、賞与、手当、福利厚生、教育訓練、安全管
理等の全ての待遇です。

③	均等待遇あるいは均衡待遇のどちらを求められるかは、派遣労働者と比較対象となる派遣先の通常
の労働者との間で、①職務の内容、②職務の内容・配置の変更の範囲、が同じかどうかにより決まり
ます。
④	均等待遇の場合は、同一の待遇決定方法であることが求められます。均衡待遇の場合は、不合理な
待遇差であるかどうかは、個々の待遇ごとに、待遇の性質・目的に照らして適切と認められる事情を
考慮して判断されます。

Ｂ．「労使協定方式」
「労使協定方式」とは、派遣元において、労働者の過半数で組織する労働組合又は労働者の過半数代
表者と一定の要件を満たす労使協定を締結し、当該協定に基づいて派遣労働者の待遇を決定する方式で
す。この方式のポイントは、以下の３点です。

①	対象となる待遇は、基本給・賞与・手当・退職金からなる「賃金」と「賃金以外の待遇」です。
②	「賃金」については、以下の条件を満たす決定方法をとる必要があります。
　○	派遣労働者が従事する業務と同種の業務に従事する一般労働者の平均的な賃金の額と同等以上で

あること
　○	職務の内容に密接に関連して支払われる賃金（通勤手当等を除きます。）は、派遣労働者の職務の

内容、成果、意欲、能力又は経験等の向上があった場合に改善されること
③	「賃金以外の待遇」については、派遣元の通常の労働者（派遣労働者を除きます。）と比較して「不
　	合理な待遇差」が生じないようにすることが求められます。ただし、「賃金以外の待遇」のうち、派
遣先が実施／付与する待遇は、「労使協定方式」の対象から除かれ、派遣先の通常の労働者との均等・
均衡を図る必要があります。この待遇には、以下の２つが該当します。

２章　待遇決定方法の選択プロセスについて

　１．「派遣先均等・均衡方式」と「労使協定方式」の概要
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　○	派遣労働者が従事する業務と同種の業務に従事する派遣先の労働者に対し、業務の遂行に必要な
能力を付与するために実施する教育訓練

　○	派遣先の労働者に対して利用の機会を与える福利厚生施設のうち、業務の円滑な遂行に資するも
のとして厚生労働省令で定めるもの（給食施設、休憩室、更衣室）

以上のように、派遣労働者の待遇決定においては、２つの方式のいずれを選択するかにより、比較対象
労働者や待遇決定の考え方が異なります。その内容は図表 2-2 の通りです。

図表 2-2 派遣労働者の待遇決定における２つの方式の概要と判断基準

「派遣先均等・均衡方式」 「労使協定方式」

対象となる
待遇

全ての待遇
（基本給・賞与・手当・福利厚生・教
育訓練・安全管理等）

・賃金（基本給・手当・賞与等）
・賃金以外（福利厚生・教育訓練・安全管理等）

比較対象

派遣先の通常の労働者 賃金 就業場所を含む地域において同種
の業務に従事する同程度の能力・
経験を有する一般労働者

賃金以外 【派遣元が実施すべきもの】
　派遣元の通常の労働者（派遣労
働者を除く）
【派遣先が実施すべきもの】
　派遣先の通常の労働者

判断基準

個々の待遇ごとに、派遣先の通常の労
働者との間で派遣労働者であることを
理由とした差別的取扱いをしないこと
（均等）、「不合理な待遇差」がないこ
と（均衡）

賃金 ・一般労働者の平均額と同等以上
であること

・能力や意欲等の向上に応じた昇
給等があること

賃金以外 派遣元又は派遣先の通常の労働者
との間に「不合理な待遇差」がな
いこと
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派遣労働者と派遣先の通常の労働者との均等待遇、均衡待遇が図れていることが重要です。
他方、賃金は企業によって異なり、一般的に大企業ほど高く、小規模の企業ほど低い傾向にあるため、「派

遣先均等・均衡方式」だけですと、同種の職務を担っていても派遣先によって賃金が変化する可能性があ
ります。また、賃金の高い派遣先ほど高度な業務に従事するとは限らないため、結果として、中長期的な
キャリア形成を妨げる恐れがあります。このような状況を踏まえ、「派遣先均等・均衡方式」に加えて、労
使の合意によって賃金を決定する「労使協定方式」が設けられました。
これまで説明したように「派遣先均等・均衡方式」と「労使協定方式」は選択制ですが、労使協定が結
ばれていない場合は、「派遣先均等・均衡方式」となります。また、労使協定を結んでいても、労使協定
に定められた賃金水準が守られていなかったり、公正な評価が行われていなかったりする場合は、「労使協
定方式」は適用されず、「派遣先均等・均衡方式」となります。

同じ派遣元の中で、ある派遣労働者には「派遣先均等・均衡方式」を適用し、ある派遣労働者には「労
使協定方式」を適用することは差し支えありません。しかし、その際には、派遣労働者に不利益となる恣
意的な運用を避けるため、派遣労働者の職務の内容や雇用契約期間等を勘案し、それぞれの待遇決定方
式の対象となる労働者の範囲を慎重に検討し、明確に定めておくことが重要です。なお、「労使協定方式」
では、対象となる労働者の範囲を労使協定で明示的に定めることとされています。
さらに労働基準法第 89 条が、「賃金の決定、計算及び支払の方法」を就業規則に必ず記載しなければ

ならないと定めていることから、待遇決定方式を決定した後には、以下の事項について、就業規則に明記
しておくことが望まれます。

・適用する待遇決定方式について
・適用した待遇決定方式の対象となる派遣労働者について

また、作成した就業規則は、常時各作業場の見やすい場所に掲示する、配布するなどにより労働者に周
知させなければなりません。周知に当たっては、派遣労働者の場合、通常は派遣先で働いており、派遣
元の事業所に来ることは少ないことから、一人ひとりに配布することが望まれます。

　２．方式決定の際のポイント

　３．「労使協定方式」の対象となる労働者の選定と就業
規則の改定
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それぞれの方式に基づき派遣労働者の待遇を決定したら、労働者派遣契約を締結する必要があります。
待遇確保に必要な費用を明確にし、その根拠を基に派遣先と交渉を行ってください。
労働者派遣契約において記載すべき事項（図表 2-3）を確認し、労働者派遣契約の締結（変更）を行

いましょう。「労使協定方式」を選択した場合には、その対象となる派遣労働者（以下、「協定対象派遣労
働者」といいます。）の範囲や協定の有効期間を、派遣元と派遣先の双方で確認することが重要です。
今回の法改正によって、従来から定められている事項に加え、以下の 2 点を労働者派遣契約で定めるこ

とが必要になりました。

・派遣労働者が従事する業務に伴う責任の程度（役職等）
・派遣労働者を協定対象労働者に限るのか否か

図表 2-3 労働者派遣契約に記載すべき事項

１．派遣労働者が従事する業務の内容、責任の程度
２．派遣先の事業所の名称、所在地、部署、電話番
号、組織単位

3．指揮命令者の部署、役職、氏名
4．労働者派遣の期間及び派遣就業をする日
5．派遣就業の開始、終了の時刻、休憩時間
6．安全及び衛生に関する事項
7．苦情の処理に関する事項
8．派遣労働者の雇用の安定を図るために必要な
措置に関する事項

9．（紹介予定派遣の場合）職業紹介により従事す
べき業務の内容及び労働条件その他の紹介予
定派遣に関する事項

10．派遣元・派遣先責任者の役職、氏名、連絡方法
11．時間外労働及び休日労働に関する事項
12．派遣労働者の福祉の増進のための便宜の供
与に関する事項

13．派遣先が労働者派遣後に派遣労働者を雇用
する場合に紛争を防止するために講じる措置

14．派遣労働者を無期雇用派遣労働者または60
歳以上の者に限定するか否かの別

15．派遣労働者を協定対象派遣労働者に限るか
否かの別

16．派遣労働者の人数
17．派遣元の労働者派遣事業許可番号

（注）青字の部分は、今回の法改正で新たに定められた事項を示しています。

　

　１．労働者派遣契約の締結

３章　契約締結等のプロセスについて

22



第
２
部

労働契約の締結に当たっては、派遣元は派遣労働者に対し、あらかじめ待遇に関する情報等を明示・説
明することが必要です。今回の改正により、従来の明示・説明事項に加えて新たに追加された事項がある
ので注意してください。

Ａ．雇入れ時に明示・説明すべき事項
　労働契約を締結する前に、労働者に対して図表 2-4 に示す事項を説明する必要があります。

図表 2-4 雇入れ時（労働契約締結前）に説明すべき事項

・雇用された場合の賃金の見込み額などの待遇に関すること
・派遣元事業主の事業運営に関すること
・労働者派遣制度の概要

労働契約の締結時には、派遣労働者に対し、書面などにより労働条件（賃金・休日など）や派遣労働者
であること、派遣料金を明示する必要があります。今回の法改正により、従来定められていた事項に加えて、
図表 2-5 に示す待遇情報の明示が必要となっています。

図表 2-5 雇入れ時（労働契約締結時）に書面等で明示すべき事項

・昇給の有無
・退職手当の有無
・賞与の有無
・協定対象労働者であるか否か（対象である場合、協定の有効期間の終期）
・苦情の処理に関する事項

これらの事項の明示は、文書（書面）の交付によって行うことが義務付けられています。派遣労働者が
希望した場合には、ファクシミリ又は電子メール等の方法でも差し支えありません。
また、労働契約締結時には、不合理な待遇差を解消するために講ずることとしている措置の内容（図表
2-6）について説明することも求められます。説明は、書面の活用その他の適切な方法により行う必要があ
ります。

図表 2-6 雇入れ時（労働契約締結時）に説明すべき事項

・「派遣先均等・均衡方式」により講ずることとしている措置の内容
・「労使協定方式」により講ずることとしている措置の内容
・	職務の内容、職務の成果、意欲、能力又は経験その他の就業の実態に関する事項を勘案してどの
ように賃金（※）決定するか
※	職務の内容に密接に関連して支払われる賃金以外の賃金（例えば、通勤手当、家族手当、住宅手当、
別居手当、子女教育手当）は除きます。

　２．労働契約の締結に当たって求められる待遇情報等の
明示・説明
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Ｂ．派遣時に明示・説明すべき事項
派遣先が決定した派遣労働者に対しては、就業前に待遇情報等及び就業条件の明示・説明が必要とな

ります。今回の法改正により、従来定められている事項に加えて、図表 2-7 に示す待遇情報の明示が必
要となっています。

図表 2-7 派遣時に書面等で明示すべき事項

・賃金等に関する事項（退職手当及び臨時に支払われる賃金以外）
・休暇に関する事項
・昇給の有無
・退職手当の有無
・賞与の有無
・協定対象派遣労働者であるか否か（対象である場合、協定の有効期間の終期）
※	「労使協定方式」の場合は、協定対象派遣労働者であるか否か（対象である場合、協定の有効期間の終期）
のみの明示が必要です。

※	上記の他、労働者派遣をしようとする旨、業務内容、派遣期間制限の抵触日等、従来から必要とさ
れている事項についても明示が必要です。

また、派遣時には、不合理な待遇差を解消するために講ずることとしている措置の内容について改めて
説明することも求められます。説明すべき事項は図表 2-6（23 ページ）と同様です。

Ｃ．派遣労働者の求めに応じて対応すべき事項
派遣労働者から求めがあった際には、派遣元は選択した待遇決定方式に応じ、以下に示す待遇決定に当

たり考慮した事項等を説明する必要があります。また、派遣元は、説明を求めたことを理由に派遣労働者
に対して不利益な取扱いをすることを禁止されています。

【「派遣先均等・均衡方式」を選択した場合】
比較対象労働者との間の待遇の相違の内容及び理由について説明する必要があります。具体的には、

図表 2-8 に示す事項を説明してください。

図表 2-8 派遣労働者の求めに応じて説明すべき事項（「派遣先均等・均衡方式」の場合）

相違の有無
と内容

《相違の有無》派遣労働者と比較対象労働者の待遇のそれぞれを決定するに当たって
考慮した事項に相違があるか否か。
《相違の内容》
　＜説明例＞
　　派遣労働者と比較対象労働者の待遇の個別具体的な内容
　　・基本給の平均額又はモデル基本給額を説明
　　・手当の標準的な内容又は最も高い水準・最も低い水準の内容を説明
　　待遇の決定基準
　　・賃金テーブル等の支給基準を説明
　　　※�待遇の決定基準により説明する場合は、比較対象労働者の待遇の水準を把

握できるものである必要があります。したがって、「賃金は、各人の能力、
経験等を考慮して総合的に決定する」等の説明では十分ではありません。
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【「労使協定方式」を選択した場合】
派遣労働者に対して、労使協定を決定するに当たって考慮した事項等について説明する必要があります。

具体的には、以下の事項等になります。

図表 2-9 派遣労働者の求めに応じて説明すべき事項（「労使協定方式」の場合）

これらの説明については、資料を活用しながら、口頭で直接説明することが基本となります。労使協定
も提示しながら、派遣労働者が内容を理解できるよう、丁寧に説明してください。ただし、説明事項が漏
れなく記載された、わかりやすい資料があれば、必ずしも口頭で直接説明する必要はなく、資料の提供だ
けでも差し支えありません。

なお、今回の改正によって、派遣元管理台帳及び派遣先管理台帳に、協定対象派遣労働者か否かの別
と派遣労働者が従事する業務に伴う責任の程度を新たに記載することが必要になりました。責任の程度に
ついては、具体的には、派遣労働者が派遣先で予定されている役職（係長相当、アシスタント等）、協定
対象派遣労働者か否かの別を記載してください。

上記以外に取り組むべき事項として、関係者への情報提供があります。労働者派遣法では、以下のよう
に定められています。

・「	派遣先均等・均衡方式」の場合には、関係者に対し、原則インターネットにより、労使協定を締結し
ていない旨を情報提供すること

・「	労使協定方式」の場合には、関係者に対し、原則インターネットにより、労使協定を締結していること、
対象となる派遣労働者の範囲、有効期間の終期について情報提供すること

相違の理由 「職務の内容」、「職務の内容・配置の変更の範囲」、「その他の事情」の 3 つの考慮
要素のうち、待遇の性質・目的に照らして適切と思われる要素に基づいて待遇の相
違を説明する必要があります。
　＜説明例＞
　　�派遣先において、基本給は職務の内容に応じて支給されている。比較対象労働

者は同一の業務に従事しているが、緊急時の対応など、責任の程度が異なるこ
とから、基本給額に差がついている。

　３．関係者への情報提供

賃金 派遣労働者の賃金が次の内容に基づき決定されていること
・派遣労働者が従事する業務と同種の業務に従事する一般労働者の平均的な賃金の
　額と同等以上であるものとして労使協定に定めたもの
・労使協定に定めた公正な評価

賃金以外 ・派遣労働者の待遇（賃金、法第 40 条第２項の教育訓練及び法第 40 条第３項の
福利厚生施設を除く。）が派遣元の通常の労働者（派遣労働者を除く。）との間で
不合理な相違がなく決定されていること等

※「派遣先均等・均衡方式」の場合の説明の内容に準じて説明する必要があります。
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不合理な待遇差があるかを点検し、その解消に取り組むに当たっては、労使で情報を共有し、話し合う
などによって合意形成を図ることが重要です。特に「労使協定方式」を採用する場合には、過半数の労働
者の加入する労働組合あるいは労働者の過半数代表者と話し合うことが求められますが、その際には次の
点に注意してください。

①派遣労働者も含めた労働者の意見をくみ取り、反映するように工夫する
②労使で有意義な話し合いができるように情報を適切に提供する

また、締結した労使協定については、労働者に周知するとともに、毎年度厚生労働大臣（都道府県労働局）
に報告しなければならないとされています。

派遣労働者の待遇を見直す際に、原資（財源）を新たに確保することが必要になることがあります。原
資を捻出する方法は、生産性の向上を図る、業務効率化のほか、派遣料金の引き上げ等が考えられます。
また、待遇に関わる制度の見直しや派遣先との派遣料金の交渉等が必要となることもあるでしょう。これ
らは時間がかかる取組になるので、早めに取り組むことが求められます。
不合理な待遇差の解消を行うに当たって基本的に労使で合意することなく通常の労働者の待遇を引き下

げること（不利益変更）は望ましい対応とはいえません。この点に関連して、労働契約法では「不利益変更」
を行う場合の留意事項を図表 2-10 のように定めています。

図表 2-10 労働条件の「不利益変更」を行う場合の留意事項

　１．求められる労使間の情報共有と話し合い

　２．待遇見直しの際の留意点

労働契約法
第９条 	原則として、労働者の合意が必要

労働契約法
第 10条

	就業規則の変更により労働条件を変更する場合は、以下の事項に照らして、合理
的なものであること
	¾労働者の受ける不利益の程度
	¾労働条件の変更の必要性
	¾変更後の就業規則の内容の相当性
	¾労働組合等との交渉の状況
	¾その他の就業規則の変更に係る事情

・変更後の就業規則を労働者に周知させること

４章　待遇決定に当たっての留意事項
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